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国
保
税
の
課
税
額
を
改
定

国
民
健
康
保
険
課
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課
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税
限
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額
改
定

　

医
療
費
の
増
加
に
対
応
す
る
た
め
、
平

成
22
年
度
か
ら
、
国
民
健
康
保
険（
国
保
）

税
の
医
療
保
険
分
を
四
十
七
万
円（
従
前

四
十
一
万
円
）、
介
護
保
険
分
を
十
万
円

（
従
前
七
万
円
）に
改
定
し
ま
し
た
。

　

た
だ
し
、
急
激
な
増
加
を
抑
制
す
る
た

め
、
同
22
年
度
分
の
課
税
限
度
額
は
、
医

療
保
険
分
を
四
十
四
万
円
、
介
護
保
険
分

を
八
万
円
と
し
ま
す
。

非
自
発
的
な
離
職
者
に
対
す
る
軽
減

　

平
成
21
年
4
月
以
後
、
解
雇
や
倒
産
な

ど
非
自
発
的
な
理
由
に
よ
り
会
社
を
退
職

し
、
雇
用
保
険
を
受
給
さ
れ
た
国
保
加
入

者
は
、
同
22
年
度
の
国
保
税
が
軽
減
さ
れ

る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
雇
用
保
険
受
給
資

格
者
証
を
持
参
し
、国
民
健
康
保
険
課（
本

庁
舎
二
階
）に
届
け
出
て
く
だ
さ
い
。

均
等
割
額
の
軽
減
割
合
の
変
更

　

所
得
が
一
定
基
準
以
下
の
国
保
加
入
世

帯
に
対
す
る
均
等
割
額
の
軽
減
割
合
を
変

更
し
、
負
担
の
軽
減
を
図
り
ま
し
た
。

世�

帯
所
得
が
三
十
三
万
円
以
下
＝
七
割

（
従
前
六
割
）軽
減

世�

帯
所
得
が
、三
十
三
万
円
＋（
二
十
四
万

　
�

五
千
円
×
世
帯
主
を
除
く
国
民
健
康
保

険
加
入
者
等
の
数
）以
下
＝
五
割（
従
前

四
割
）軽
減

世�

帯
所
得
が
、三
十
三
万
円
＋（
三
十
五
万

円
×
国
民
健
康
保
険
加
入
者
等
の
数
）

以
下
＝
二
割（
従
前
軽
減
無
し
）軽
減

＊
世
帯
所
得
と
は
、
世
帯
主
と
国
保
加
入

世
帯
員
の
所
得
合
計
で
す
。

鶴
ヶ
島
駅
に
エ
レ
ベ
ー
タ
ー

都
市
交
通
政
策
課
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鶴
ヶ
島
駅
西
・
東
口
、
上
り
・
下
り
ホ

ー
ム
に
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
が
設
置
さ
れ
ま
し

た
。
十
一
人
乗
り
、車
い
す
対
応
型
で
す
。

四
基
の
設
置
に
よ
り
、
車
い
す
や
ベ
ビ
ー

カ
ー
で
の
利
用
が
便
利
に
な
り
ま
し
た
。

路
上
喫
煙
の
防
止
に
つ
い
て

資
源
循
環
推
進
課
L
2
3
9
︲
6
2
6
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市
で
は
、「
川
越
市
路
上
喫
煙
の
防
止

に
関
す
る
条
例
」
に
よ
り
、市
内
全
域（
道

路
や
公
園
な
ど
屋
外
の
公
共
の
用
に
供
さ

れ
て
い
る
場
所
）で
路
上
喫
煙
を
し
な
い

よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

左
の
図
の「
路
上
喫
煙
禁
止
地
区
」内
で

路
上
喫
煙
を
し
た
場
合
は
、
過
料
二
千
円

の
罰
則
規
定
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

立
っ
て
い
る
場
合
、
た
ば
こ
を
持
つ
手

は
、
子
供
や
車
い
す
を
使
用
す
る
人
の
顔

と
同
じ
高
さ
で
す
。
歩
き
な
が
ら
の
喫
煙

は
、
や
け
ど
を
さ
せ
た
り
、
衣
服
を
焦
が

し
た
り
す
る
危
険
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、

吸
い
殻
の
投
げ
捨
て
は
、
ま
ち
の
美
観
を

損
ね
る
だ
け
で
は
な
く
、
火
災
の
危
険
も

あ
り
ま
す
。
さ
ら
に
、
副
流
煙
は
、
周
囲

の
人
た
ち
の
健
康
に
影
響
を
与
え
ま
す
。

　

市
で
は
、「
路
上
喫
煙
禁
止
地
区
」内
の

パ
ト
ロ
ー
ル
や
ポ
ス
タ
ー
、
ち
ら
し
な
ど

に
よ
る
指
導
・
啓
発
を
行
っ
て
い
ま
す
。

路
上
喫
煙
は
や
め
ま
し
ょ
う
。

こども医療費 
通院助成を小3まで拡大

医療助成課L224－5842

　市では、子供たちが健康で元気に育

つことを願い、医療費の一部を助成し

ています。対象は、市内に住所があり、

健康保険に加入している子供です。医

療機関の窓口で一部負担金を支払った

場合、保護者からの申請が必要です。

診療月から5年経過した医療費の申請

はできません。

7月1日から、一部内容を変更
通�院について

　対象年齢を、小学校就学前までか

ら、小学3年生（9歳になって最初に

迎える3月末日）までに拡大します。

入�院について

　入院にかかる費用のうち、食事代

の助成を廃止します。

市役所

時の鐘時の鐘

埼玉りそな銀行
　　　川越支店
埼玉りそな銀行
　　　川越支店

川越地方庁舎川越地方庁舎

川
越
駅

川
越
駅

川
越
市
駅

本
川
越
駅

札の辻
ポケットパーク

仲町暫定
ポケットパーク

連雀町
やすらぎアベニュー

中原町
ポケットパーク

ク
ラ
ッ
セ
川
越

クレアパーク

路上喫煙
禁止地区
指定喫煙場所…

蓮馨寺

アトレアトレ

菓子屋横丁

県道
川越
日高線

南
通
町

ポ
ケ
ッ
ト
パ
ー
ク

南公民館



生
ご
み
処
理
機
の
購
入
費
補
助

資
源
循
環
推
進
課
L
2
3
9
︲
6
2
6
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生
ご
み
の
減
量
化
を
進
め
る
た
め
、
家

庭
用
生
ご
み
処
理
機
器
を
購
入
し
よ
う
と

す
る
方
に
補
助
し
ま
す
。
先
着
順
で
受
け

付
け
し
、
定
数
に
な
り
し
だ
い
終
了
し
ま

す
。
購
入
前
に
申
請
が
必
要
で
す
。

①�

コ
ン
ポ
ス
ト
容
器（
生
ご
み
処
理
容
器
）

＝
八
十
基

補�

助
額
…
購
入
金
額
の
二
分
の
一（
限
度

額
二
千
七
百
円
）

②�

Ｅ
Ｍ
容
器（
室
内
用
バ
ケ
ツ
型
容
器
）＝

三
十
基

補�

助
額
…
購
入
金
額
の
二
分
の
一（
限
度

額
千
八
百
円
。
容
器
の
み
対
象
）

③
電
気
式
生
ご
み
処
理
機
＝
百
三
十
基

補�

助
額
…
購
入
金
額
の
二
分
の
一（
限
度

額
一
万
八
千
円
。
下
水
管
・
浄
化
槽
な

ど
に
接
続
す
る
デ
ィ
ス
ポ
ー
ザ
ー
は
、

対
象
で
は
あ
り
ま
せ
ん
）

対�

象

　

市
内
在
住
で
、
機
器
を
常
に
良
好
な
状

態
で
維
持
管
理
で
き
る
方
。

申
請
で
き
る
基
数

コ�

ン
ポ
ス
ト
容
器
・
Ｅ
Ｍ
容
器
…
一
世
帯

二
基

＊
す
で
に
①
②
の
二
基
分
の
補
助
を
受
け

て
い
る
方
は
、
種
類
が
異
な
っ
て
も
申
請

で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
③
と
合
わ
せ
て
の

申
請
や
過
去
五
年
間
に
③
の
補
助
を
受
け

た
方
は
申
請
で
き
ま
せ
ん
。

電
気
式
生
ご
み
処
理
機
…
一
世
帯
一
基

＊
①
②
と
合
わ
せ
て
の
申
請
や
、
過
去
五

年
間
に
①
②
の
補
助
を
受
け
た
方
は
、
申

請
で
き
ま
せ
ん
。

受�

付
期
間
・
申
し
込
み

　

4
月
19
日
㈪
～
来
年
2
月
28
日
㈪
、
資

源
循
環
推
進
課（
環
境
プ
ラ
ザ
内
）

＊
印
鑑
が
必
要
で
す
。
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　協働推進事業制度は、市民の皆さんと市が、それぞれ提案する

協働事業を適切に役割分担をして実施することで、「協働」を積

極的に推進する制度です。今年度も、市民活動団体等からの提案

と、市からの提案に基づく協働事業を実施する市民活動団体等を

募集します。

　応募できるのは、市内に事務所または活動場所があり公益的な

活動を行う、5人以上で構成された市民活動団体等（宗教活動・

政治活動・選挙活動を目的としない）です。

募集期間…5月10日㈪まで

応�募方法…市民活動支援課（本庁舎3階）で配布している応募要項

の申請書・提案書に必要事項を明記し、必要書類を添付して同

課

＊市民活動団体等とは、自治会、老人クラブ、ＰＴＡ、ＮＰＯ法

人、ボランティア団体、学校、公益法人などです。

＊応募要項は、市ホームページからもダウンロードできます。

協働事業の募集　　　市民活動支援課L224－5705

■提案型協働事業補助金
　市が事業費の一部を補助し、協働によるまちづくりを推進しま

す。

対�象事業…地域のさまざまな課題を解決するために、市民活動団

体等が主体的に取り組む協働事業

補�助金額…補助対象経費の2分の1（20万円を上限）

■協働委託事業
　市が提案する次の5つの協働委託事業を実施する、市民活動団

体等を募集します。

①男女共同参画意識啓発事業（担当課＝男女共同参画課）

　男女共同参画に関するフォーラム・講座の実施、情報紙の編集。

②イーブンライフ in 川越事業（担当課＝男女共同参画課）

　男女共同参画社会の実現を図るために、研修会「イーブンライ

フ」を実施。

③子育て支援事業「つどいの広場」（担当課＝保育課）

　子育て家庭を対象に、親子が気軽に集い交流を図る機会を提供。

④父親育児講座（担当課＝子育て支援課）

　父親が子育てにかかわるために、必要なことを学ぶ。

⑤かわごえエコツアー（担当課＝環境政策課）

　環境への理解を深めるため、市内環境スポット見学などを実施。

対�象団体…組織の運営に関する規約などがある▶予算・決算を適

正に行っている▶1年以上継続して活動している▶委託事業を

的確に遂行できる、市民活動団体等

地域福祉活動補助金がなくなります　福祉推進課L224－5769

　同補助金は、平成22年度から提案型協働事業補助金に統合さ

れるため、新規の募集は行いません。


